
別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（茨城県　平成29年度）
メ

ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金 都道府
県費

市町村
費

その他

行方
市

なめが
た農業
協同組
合

かん
しょ

10ａ当
たり単
収を
32.0％
以上増
加

2271.3
㎏/10a

- 2608.0
㎏/10a

2865.0
㎏/10a

3000.0
㎏/10a

81.5% 10ａ当た
り単収を
14.8％増
加

かん
しょ

10ａ当
たり労
働時間
を
52.1％
以上削
減

134.1h
/10a

- 63.6h/
10a

63.7h/
10a

64.1h/
10a

100.6% 10ａ当た
り労働時
間を
52.5％削
減

キュアリ
ング貯蔵
施設（鉄
骨造、平
屋建）
フォーク
リフト
（カウン
タータイ
プ、2ｔ）

323,589,600 149,810,000 0 0 173,779,600 H27.5.26 加工用とし
て出荷した
ことにより
単収が
14.8％増加
したが、8月
からの天候
不順により
生育の肥大
が遅れ、目
標まで達し
なかった。
労働時間
は、調製、
出荷作業時
間の削減に

施設は、適
切に運用さ
れているが
成果目標①
が未達であ
るため，今
後は、目標
指標となっ
ている単収
増加の面な
どでの改善
を図る必要
がある。

美浦
村

農業生
産法人
株式会
社美浦
ハイテ
ク

ファー
ム

野菜
(パプ
リカ)

全量出
荷に占
める契
約取引
の割合
100%
【内
訳】生
産量H28
275.3t
出荷量
H28
269.8t
（製品
率
98％）
契約取
引 H28
269.8t

実績な
し

- 割合
100%出
荷量
110.5t
うち契
約取引
110.5t

割合
100%出
荷量
200.1t
うち契
約取引
200.1t

割合
100%
契約取
引

269.8t

100% 契約取引
100%と
なった
が、うど
んこ病に
より出荷
数が伸び
なかっ
た。

野菜
(パプ
リカ)

10a当た
り収穫
量17.4t
【内
訳】生
産量
H28
17.4t/1
0a
比較対
象：平
成22年
度平均
生産量
茨城県
6.3t/10
a　全国
4.2t/10
a

実績な
し

- 収量
10.6t/
10a

（対県
平均
168%）

収量
16.1t/
10a

（対県
平均
255%）

収量
17.4t/
10a

92.5% 経験者が
増え作業
は順調で
あったが
4月以降
うどんこ
病により
収量が予
定よりも
少なかっ
た。
しかし、
平成22年
度県平均
6.3t/10a
と比べ、
255%増と
なってい
る。

耕種作物
共同利用
施設整備
生産技術
高度化施

設
鉄骨ガラ
スハウス
高度環境
制御栽培
施設養液
栽培シス
テム一式

759,780,000 351,750,000 0 0 408,030,000 H27.9.14 昨年よりも
作業に慣れ
苗の手入れ
は行き届い
ている。施
設・システ
ムの運用は
適切に行え
生産拡大に
寄与してい
る。

施設は適切
に運用され
ているが，
成果目標②
が未達であ
るため単収
収量の増加
を図る必要
がある。
また，契約
取引量も目
標を達成で
きるよう改
善を図る必
要がある。

結城
市

北つく
ば農業
協同組
合

野菜
(ﾄﾏﾄ)

当該品
目の全
出荷量
に占め
る契約
取引の
割合を
21.7ポ
イント
以上増
加

5.7％
(平成
25年
度)

繰越 36.2％
(平成
27年
度)

出荷量
591.23
t
うち契
約取引
213.91
4t

30.9％
(平成
28年
度)

出荷量
714.86
7t
うち契
約取引
220.65
6t

27.4％
(平成
28年
度)

出荷量
720t
うち契
約取引
197.89
2t

116.1% 契約取引
の割合が
25.2ポイ
ント増加
し，目標
を達成し
た。

野菜
(ﾄﾏﾄ)

当該品
目の単
位面積
当たり
の販売
額を
19.4％
以上増
加

288,700
円/ａ

繰越 265,645
円/ａ

338,568
円/ａ

344,828
円/ａ

88.8% 単位面積
当たりの
販売額が
17.3ポイ
ント増加
したが，
目標達成
には至ら
なかっ
た。

集出荷貯蔵
施設
・建屋
1093.25㎡
(鉄骨造一部
2階建，
1階942㎡
2階151.25㎡
・選果設備
(1条1系統)
処理量720t/
年
(8,000玉/h)

209,952,000 97,200,000 0 2,464,000 110,288,000 H27.6.30 成果目標①
ついては，
契約取引の
推進により
目標を達成
できた。目
標まで一歩
及ばなかっ
た成果目標
②について
は，販売額
増加のため
に高品質平
準化を図
る。

成果目標①
の達成状況
から，契約
取引が推進
されたと考
える。成果
目標②につ
いては品質
の向上もし
くは単収の
増加により
販売額を増
やす必要が
ある。

事業実
施主体
名

計画時
（平成
26年）

３年後
（平成
29年）

成果目
標の具
体的な
内容①

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

（対象
作物・
畜種等
名）②

成果目標
の具体的
な実績②

事業実施後の状況①

計画時
（平成
26年）

２年後
（平成
28年）

事業実施
主体の評

価

目標値
（平成
29年）

達成率

１年後
（平成
27年）

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

１年後
（平成
27年）

３年後
（平成
29年）

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年
月日

達成率

目標値
（平成
29年）

都道府県
の評価

２年後
（平成
28年）

負担区分（円）



メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金 都道府
県費

市町村
費

その他

事業実
施主体
名

計画時
（平成
26年）

３年後
（平成
29年）

成果目
標の具
体的な
内容①

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

（対象
作物・
畜種等
名）②

成果目標
の具体的
な実績②

事業実施後の状況①

計画時
（平成
26年）

２年後
（平成
28年）

事業実施
主体の評

価

目標値
（平成
29年）

達成率

１年後
（平成
27年）

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

１年後
（平成
27年）

３年後
（平成
29年）

完了年
月日

達成率

目標値
（平成
29年）

都道府県
の評価

２年後
（平成
28年）

負担区分（円）

五霞
町

茨城む
つみ農
業協同
組合

水稲
（コシ
ヒカ
リ、ふ
くま
る）

穀類乾
燥調製
施設の
下位等
級指数
の低減

下位等
級指数
14.94
％（7
中5平
均）

下位等
級指数
4.91％

下位等
級指数
H20 0%
H21 0%
H22 0%
H23 0%
H24
40.01%
H25
24.58%
H26 0%

下位等
級指数
4.91％

下位等
級指数
H21 0%
H22 0%
H23 0%
H24
40.01%
H25
24.58%
H26 0%
H27 0%

下位等
級指数
5.38％

下位等
級指数
H22 0%
H23 0%
H24
40.01%
H25
24.58%
H26 0%
H27 0%
H28
2.32%

下位等
級指数
7.45％
（7中5
平均）

127.6% 下位等級
指数が目
標値に対
し2.07％
削減でき
た

水稲
（ふく
まる）

高温耐
性品種
の作付
拡大

作付割
合
1％
コシヒ
カリ
589 ha
ふくま
る
5ha

作付割
合
１％
コシヒ
カリ
578ha
ふくま
る
8ah

作付割
合
4％
コシヒ
カリ
545ha
ふくま
る
21ha

作付割
合
4％
コシヒ
カリ
545ha
ふくま
る
22ha

作付割
合
6％
コシヒ
カリ
623ha
ふくま
る
38ha

60.0% 高温耐性
作物作付
割合が目
標値に対
して2ポ
イントの
不足と
なった

（工種）
耕種作物
共同利用
施設整備
（施設区
分）乾燥
調製施設
（構造）
鉄骨造
（能力）
乾燥機100
石×7
50ｔビン
×6
籾摺器×2
基

488,230,200 147,384,000 0 73,692,000 267,154,200 H27.7.31 成果目標の
具体的な内
容①は、目
標を達成で
きた。成果
目標②は目
標を達成で
きなかった
ので引き続
き作付の普
及推進に努
める。

下位等級指
数を削減で
きたもの
の,コシヒ
カリと比較
すると単価
が安いこと
から、高温
耐性品種の
作付が思う
ように進ま
なかったた
め、ＰＲを
継続し、作
付の推進を
図る必要が
ある。

95.8%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均
達成率

施設は概ね適切に運用しているものの，目標未達の施設に対し，引き続き原因の検証と対策を徹底するよう指導し，取組を改善していく必要がある。


